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◇生活再建支援 

制 度 の 名 称 被災者生活再建支援金 

支 援 の 種 類 給付 

支 援 の 内 容 

■災害により住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金

を支給します。 

■支給額は（１）及び（２）の支援金の合計額となります。（世帯の構成員が一人の場合は

３／４の額） 

■所得制限はありません。 

（１）住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊 解体 長期避難 大規模半壊 

支給額 １００万円 １００万円 １００万円 ５０万円 
 

（２）住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

①全壊、解体、長期避難、大規模半壊の場合 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃貸（公営住宅以外） 

支給額 ２００万円 １００万円 ５０万円 

②中規模半壊の場合 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃貸（公営住宅以外） 

支給額 実費（上限１００万円） 実費（上限１００万円） 実費（上限２５万円） 

③半壊の場合 

住宅の再建方法 補修 

支給額 実費（上限１００万円） 

④準半壊の場合 

住宅の再建方法 補修 

支給額 実費（上限４０万円） 

⑤準半壊に至らない（一部損壊）、床上浸水、床下浸水   ※市独自支援分 

住宅の再建方法 補修 

支給額 実費（上限２０万円）※ 
 

対 象 と な る 方 

■自然災害により、被災された世帯 

①住宅が全壊（損害割合が５０％以上）した世帯 

②住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず「解体」した世

帯 

③災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が「長期間継続」している

世帯 

④住宅が半壊し、大規模な補修をしなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊

世帯：損害割合が４０％以上５０％未満） 

⑤住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模

半壊世帯：損害割合が３０％以上４０％未満） 

⑥住宅の損害割合が、２０％以上３０％未満である世帯（半壊世帯） 

⑦住宅の損害割合が、１０％以上２０％未満である世帯（準半壊世帯） 
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⑧住宅の損害割合が準半壊に至らない（損害割合が１０％以下）世帯及び床上浸水ま

たは床下浸水した世帯 

備 考 罹災証明書（写し可）等が必要 

申 請 期 限 
（１）基礎支援金：令和４年８月１０日 

（２）加算支援金：令和６年８月９日 

問 い 合 わ せ 先 防災部 くらし安全室  電話０８５４－４０－１０２７ 

 

 

 

 

◇営農継続支援 

制 度 の 名 称 令和３年７月豪雨災害に伴う営農継続補助金 

支 援 の 種 類 補助金 

支 援 の 内 容 

■令和５年度稲作等の作付けが出来ない農地（田）について、草刈等の維持管理を行う場

合の費用の一部を支援します。 

■対象農地 

 災害の影響により水稲等の作付けが出来ず維持管理（草刈等）を行う農地（田） 

■対象費用 

 被災した農地（田）の維持管理（草刈等）の費用の一部 

■支援金額 

 畦畔を含む水田面積１０ａ当たり 3,000 円（1,000 円未満の端数は切り捨てます。） 

対 象 と な る 方 
令和３年７月６日からの豪雨災害の影響により令和５年度に水稲等の作付けが出来ない

農地（田）の所有者又は耕作者 

備 考 
支援金申請請求書にあわせて、維持管理作業前後の写真、振込口座に関する書類の提

出が必要 

申 請 期 限 令和６年３月３１日 

問 い合 わせ先 農林振興部 農業総務課 電話０８５４－４０－１０５１ 

 

◇その他の支援と相談窓口 

 ●健康相談窓口 

支 援 の 内 容 被災された方の健康相談 

問 い 合 わ せ 先 健康福祉部 健康推進課 電話０８５４－４０－１０４５ 
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【更新状況】 

令和 5 年 4 月 1 日変更 

・令和３年７月豪雨災害に伴う営農継続補助金の窓口変更 

 

令和 5 年 3 月 13 日現在受付終了または通常業務へ移行 

・母子、父子、寡婦福祉資金 

・がけ地近接危険住宅等移転事業 

・特別児童扶養手当、特別障害者手当等の特例措置 

・農地・農業用施設災害復旧事業、林地崩壊防止事業に係る個人（受益者）負担の軽減 

・市県民税における雑損控除 

 

令和 4 年 4 月 1 日追加 

 ・令和３年７月豪雨災害に伴う営農継続補助金 

 

令和 4 年 4 月 1 日現在受付終了一覧  

 ・災害見舞金 

 ・災害障害見舞金 

 ・被災者生活応急復旧支援金（住家・木戸道等） 

 ・被災者生活応急復旧支援金（農地等） 

 ・被災した住宅の応急修理 

 ・被災橋りょう復旧費補助金 

 ・被災給水装置復旧補助金 

 ・被災家屋等の解体・撤去制度 

 ・市営住宅の提供（新規入居の受付終了） 

 ・災害援護資金 

 ・母子・父子・寡婦福祉資金（一部受付終了） 

 ・児童扶養手当の特別措置 

 ・固定資産税の減免 

 ・市県民税の減免 

 ・市税の徴収猶予（固定資産税、市県民税、軽自動車税） 

 ・国民健康保険料及び医療費の一部（自己）負担金の減免、徴収猶予 

 ・後期高齢者医療制度保険料及び医療費の一部（自己）負担金の減免、徴収猶予 

 ・介護保険料の減免 

 ・介護保険サービス利用者負担額の減免 

 ・障害福祉サービス等に係る利用者負担額の免除 

 ・幼稚園、認可保育所（園）、認定こども園の保育料及び児童クラブ使用料の減免 

 ・ケーブルテレビ基本チャンネル使用料の免除 

 ・水道料金、下水道使用料の減免 

 ・就学援助 

 ・被災地域における事業継続緊急支援補助金 

 

令和 3 年 11 月 18 日追加 
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 ・農地・農業用施設災害復旧事業、林地崩壊防止事業に係る個人（受益者）負担の軽減 

 

令和 3 年 9 月 9 日追加 

・がけ地近接危険住宅等移転事業 

 

第 1 次とりまとめ：令和 3 年 7 月 30 日 

 

 


